
 

令和４年 第２回（３月） 筑紫野市議会定例会 

【建設環境委員会 副委員長報告】 

  

議案第１８号及び議案第１９号の２件について、審査の経過

と結果をご報告いたします。 

  

まず、『議案第１８号 令和３年度筑紫野市水道事業会計補正

予算（第３号）』の件について、ご報告いたします。 

今回の補正は、主に事業の確定に伴うもので、水道事業収益

の水道料金が２，０００万円、水道利用加入金が３，０００万

円、それぞれ増加する見込みであるため、増額補正を行い、ま

た、支出の消費税の納付額が増加する見込のため１，０００万

円の増額を行うという説明がありました。 

また、資本的収入及び支出については、支出の補正はなく、

資本的収入を２，９７０万円減額し、そのうち、企業債につい

ては、後年度負担を少しでも抑えたいため、１，０００万円以

下の工事については借入れを行わないこととした等により、減

額を行うという説明がありました。 

委員会では、マンション等の建設戸数についての質疑があり、

執行部からは、新たに原田に５０戸と７２戸、二日市西に５２

戸のマンションが建設されているとの答弁がありました。  

討論はなく、採決の結果、全員一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決しました。 

 

次に、『議案第１９号 令和３年度筑紫野市下水道事業会計補



 

正予算（第２号）』の件について、ご報告いたします。 

今回の補正は、水道事業同様、主には事業の確定に伴うもの

で、収益的収入及び支出においては、下水道事業収益を５，１

８０万円増額し、下水道事業費用を２，０００万円増額。 

資本的収入及び支出の収入においては、公共下水道事業債を

９２０万円、流域下水道事業債を３，６１０万円それぞれ減額。

また、国庫補助金は、補助事業の内示額が増となり、１９１万

９，０００円の増額。 

支出においては、県事業費が大幅に減額になったことに伴い、

流域下水道建設負担金が４，０００万円の減となった、との説

明がありました。 

委員会では、流域下水道維持管理負担金の毎年度の剰余金額

について質問があり、執行部からは、福岡県の下水道事業が令

和２年度より特別会計から企業会計へ移行し、繰り越しができ

なくなったため、精算後市町村に返還された分を計上している

との答弁がありました。  

討論はなく、採決の結果、全員一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決しました。 

 

以上、報告を終わります。 

 

 

『議案第２７号 令和４年度筑紫野市農業集落排水事業特別

会計予算』の件について、審査の経過と結果をご報告いたしま

す。 



 

 農業集落排水事業の主な内容は、５つの処理場の維持管理と

起債の償還となっています。 

 予算の総額は歳入歳出それぞれ前年比約８００万円減の２億

８８１万７，０００円です。 

委員会では、農業集落排水事業の公共下水道への接続につい

て、進捗はとの質疑があり、執行部からは、現在、御笠、阿志

岐、吉木の農業集落排水事業区域を宝満川上流流域の全体計画

区域に定めるところまで完了しており、今後事業計画も進めて

いくとの答弁がありました。  

討論はなく、採決の結果、全員一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決しました。 

 

以上、報告を終わります。 

 

 

議案第３１号及び議案第３２号の２件について、審査の経過

と結果をご報告いたします。 

  

まず、『議案第３１号 令和４年度筑紫野市水道事業会計予

算』の件について、ご報告いたします。 

本予算の業務の予定量は、給水人口の伸びに伴い、８万９，

４００人、年間総給水量８２２万５，０００立米、主な建設改

良費として５億１８９万１，０００円を予定しているなどの説

明がありました。 

委員会では、水道の普及率について質疑があり、執行部から



 

は、令和２年度までの水道普及率は８４.８％であるとの答弁が

ありました。 

また、受水費における原水の配分と金額はとの質疑があり、

執行部からは山神水道企業団の配分が 1 日あたり約９，２００

立米、年間約２億７９００万円、福岡地区水道企業団の配分が

１日あたり約１４，０００立米、年間約７億１８００万円であ

るとの答弁がありました。 

討論はなく、採決の結果、全員一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決しました。 

 

次に、『議案第３２号 令和４年度筑紫野市下水道事業会計予

算』の件について、ご報告いたします。 

本予算の業務の予定量は、配水人口を９万９，１００人、年

間総配水量が８９８万１，３００立米と見込んでいる。主な建

設改良費は、公共下水道整備費３億２，６３３万８，０００円、

流域下水道建設負担金１億４，７５２万６，０００円を予定し

ているなどの説明がありました。 

委員会では、受益者負担金は、建設予定も加味しているのか

との質疑があり、執行部からは、開発の予測は困難であり、令

和３年度とほぼ同額の約７３０万円を計上しているとの答弁が

ありました。 

討論はなく、採決の結果、全員一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決しました。 

 

以上、報告を終わります。 


